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議案第１９号 

 

 

令和８年度 交野市後期高齢者医療特別会計予算 

 

 

 令和８年度 交野市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，１７７，９７１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

１００，０００千円と定める。 

 

  

   令和８年２月２４日 提出 

 

 

交野市長  山 本 景 
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第１表　歳入歳出予算

　歳　入

1. 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 1,844,321 千円

1. 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 1,844,321

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 76

1. 手 数 料 76

3. 繰 入 金 331,469

1. 他 会 計 繰 入 金 331,469

4. 諸 収 入 55

1. 延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料 5

2. 雑 入 50

5. 繰 越 金 2,050

1. 繰 越 金 2,050

2,177,971

金　　　　　　額款 項

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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　歳　出

1. 総 務 費 29,758 千円

1. 総 務 管 理 費 26,815

2. 徴 収 費 2,943

2. 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 2,145,062

1. 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 2,145,062

3. 諸 支 出 金 2,150

1. 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 2,150

4. 公 債 費 1

1. 公 債 費 1

5. 予 備 費 1,000

1. 予 備 費 1,000

2,177,971

金　　　　　　額款 項

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 
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予算に関する説明書 
 

 

（歳入歳出予算事項別明細書） 
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（歳　　入） （単位   千円）

1. 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 1,844,321 1,568,863 275,458

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 76 76 0

3. 繰 入 金 331,469 289,613 41,856

4. 諸 収 入 55 54 1

5. 繰 越 金 2,050 1,550 500

2,177,971 1,860,156 317,815

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　較

１.　総　　括

歳　　入　　合　　計
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（歳　　出） （単位   千円）

1. 総 務 費 29,758 34,171 △ 4,413 76 29,682

2. 後期高齢者医療広域連合納付金 2,145,062 1,823,334 321,728 300,741 1,844,321

3. 諸 支 出 金 2,150 1,650 500 2,050 100

4. 公 債 費 1 1 0 1

5. 予 備 費 1,000 1,000 0 1,000

2,177,971 1,860,156 317,815 302,867 1,875,104

地方債 その他

歳　　出　　合　　計

本年度予算額 前年度予算額

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

款 比　　　　較 特　　定　　財　　源
一般財源

国府支出金
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(款) 1.　後期高齢者医療保険料 (項) 1.　後期高齢者医療保険料 （単位：千円）

 1. 特別徴収保険 917,534 787,569 129,965  1. 現年度分 917,534 現年度分 917,534

料

 2. 普通徴収保険 926,787 781,294 145,493  1. 現年度分 923,620 現年度分 923,620

料  2. 滞納繰越分 3,167 滞納繰越分 3,167

1,844,321 1,568,863 275,458

(款) 2.　使用料及び手数料 (項) 1.　手数料

 1. 督促手数料 76 76 0  1. 督促手数料 76 督促手数料 76

76 76 0

(款) 3.　繰入金 (項) 1.　他会計繰入金

 1. 一般会計繰入 331,469 289,613 41,856  1. 一般会計繰 331,469 事務費分 30,728

金 入金 保険基盤安定繰入金 300,741

331,469 289,613 41,856

(款) 4.　諸収入 (項) 1.　延滞金、加算金及び過料

 1. 後期高齢者医 5 4 1  1. 後期高齢者 4 後期高齢者医療保険料延滞金 4

療保険料延滞 医療保険料

金 延滞金

 2. 過料 1 過料 1

5 4 1

(款) 4.　諸収入 (項) 2.　雑入

 1. 雑入 50 50 0  1. 雑入 50 雑入 50

50 50 0計

計

計

本　年　度

計

計

2.  歳　入

説　　                  明前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分
目
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(款) 5.　繰越金 (項) 1.　繰越金 （単位：千円）

 1. 繰越金 2,050 1,550 500  1. 繰越金 2,050 前年度繰越金 2,050

2,050 1,550 500

区　　分
目 本　年　度

計

説　　                  明前　年　度 比　較
節

金　　額
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3.  歳　出

(款) 1.　総務費 (項) 1.　総務管理費 （単位：千円）

 1. 一般管理費 26,815 31,534 △4,719 26,815  1. 報酬 2,719 会計年度任用職員　窓口等　1人 2,719

 2. 給料 3,632 一般職給料 3,632

 3. 職員手当等 4,206 時間外勤務 350

特殊勤務 3

期末勤勉（会計年度） 1,033

扶養 316

地域 468

期末勤勉 1,711

通勤 25

児童 300

 4. 共済費 1,201 共済組合 1,201

 8. 旅費 9 府内旅費 9

10. 需用費 216 消耗品費 104

印刷製本費　口座振替依頼書 112

11. 役務費 8,021 郵便料 8,004

窓口用PC通信料等 17

12. 委託料 6,762 コンビニ収納委託料 589

基幹系システム関連事務印刷業務委託

料 6,126

システム等移設・設定業務委託料 47

節

金   額
国府支出金 地方債 その他

区　　分
説　　   明前 年 度 比較

本 年 度 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目 本 年 度
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（単位：千円）

13. 使用料及び 49 窓口用PCリース料等 49

賃借料

26,815 31,534 △4,719 26,815

(款) 1.　総務費 (項) 2.　徴収費

 1. 賦課徴収費 2,943 2,637 306 76 2,867 10. 需用費 44 消耗品費 20

印刷製本費　返信用封筒 24

11. 役務費 2,899 郵便料 2,590

預貯金等電子照会利用料 309

2,943 2,637 306 76 2,867

(款) 2.　後期高齢者医療広域連合納付金 (項) 1.　後期高齢者医療広域連合納付金

 1. 後期高齢者 2,145,062 1,823,334 321,728 300,741 1,844,321 18. 負担金、補 2,145,062 特別徴収保険料分 917,534

医療広域連 助及び交付 普通徴収保険料分 923,620

合納付金 金 普通徴収保険料分(滞納繰越分) 3,167

保険基盤安定納付金 300,741

2,145,062 1,823,334 321,728 300,741 1,844,321

(款) 3.　諸支出金 (項) 1.　償還金及び還付加算金

 1. 後期高齢者 2,000 1,500 500 2,000 22. 償還金、利 2,000 後期高齢者医療保険料還付金 2,000

医療保険料 子及び割引

還付金 料

計

計

計

金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国府支出金 地方債 その他

本 年 度 前 年 度 比較目
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 2. 還付加算金 100 100 0 100 22. 償還金、利 100 償還金、利子及び割引料 100

子及び割引

料

 3. 償還金 50 50 0 50 22. 償還金、利 50 事務費精算金 50

子及び割引

料

2,150 1,650 500 2,050 100

(款) 4.　公債費 (項) 1.　公債費

 1. 利子 1 1 0 1 22. 償還金、利 1 一時借入金利子 1

子及び割引

料

1 1 0 1

(款) 5.　予備費 (項) 1.　予備費

 1. 予備費 1,000 1,000 0 1,000

1,000 1,000 0 1,000

計

計

計
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１．一　般　職

　（１）総　　　括

区 分 職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 （1）         1 2,719 3,632 3,906 10,257 1,201 11,458

前 年 度 （1）         2 2,694 8,055 6,923 17,672 2,697 20,369

比 較 （0）   　 △1 25 △4,423 △3,017 △7,415 △1,496 △8,911

（　）内は会計年度任用職員で外書き

区 分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 期末勤勉手当
（会計年度任用職員）

期末勤勉手当 管理職手当 時間外勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

職員手当の内訳 本 年 度 316 468 0 25 1,033 1,711 0 350

前 年 度 316 964 0 49 1,024 3,713 504 350

比 較 0 △496 0 △24 9 △2,002 △504 0

特殊勤務手当 計

（千円） （千円）

3 3,906

3 6,923

0 △3,017

給 与 費 明 細 書

給 与 費

備 考
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（２）報酬、給料及び職員手当の増減額の明細
区 分 増減額（千円） （千円）

報 酬 25 （1）会計年度任用職員に係る増分 25 （1）会計年度任用職員に係る増分
25千円

給 料 △4,423 １．給与改定に伴う増分 242 （1）給料表改定等に係る所要額 給与改定の状況
242千円 給料表の引上率　3.20％

給与改定実施時期　令和７年４月１日

２．昇給等に伴う増分 86 （1）昇給発令に係る所要額
86千円

３．その他の減分 △4,751 （1）人事異動等に係る減分
△4,751千円

職 員 手 当 △3,017 １．制度改正に伴う増減分 103 （1）期末勤勉手当の増分 期末勤勉手当の支給率
　（常勤職員分支給率の改定） 支給期　6月　　12月　　計

17千円 支給率　2.325　 2.325 　4.65
支給期　6月　　12月　　計
支給率　2.3　 　 2.3    　4.6

（2）期末勤勉手当の増分 期末手当（会計年度任用職員）の支給率
　（会計年度任用職員分期末手当支給率の改定） 支給期　6月　　12月　　計

11千円 支給率　2.325　 2.325 　4.65
支給期　6月　　12月　　計

（3）扶養手当の増分 支給率　2.3 　　 2.3 　 　4.6
36千円 ※いずれも当初予算案時点

（4）地域手当の増分 配偶者に係る扶養手当の月額　3,000円引き下げ
39千円 子に係る扶養手当の月額　　　　1,500円引き上げ

地域手当の支給率 本年度12％ 前年度11％
2．その他の増減分 △3,120 （1）扶養手当の減分

△36千円
（2）地域手当の減分

△535千円
（3）通勤手当の減分

△24千円
（4）期末勤勉手当の減分 会計年度任用職員分

△2千円
（5）期末勤勉手当の減分 常勤職員分

△2,019千円
（6）管理職手当の減分

△504千円

増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

本年度

前年度

本年度

前年度
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（３）給料及び職員手当の状況
ア．職員1人当たり給料等

313,600
396,673

39.5
264,750
335,780

29.0

イ．初任給
区 分

（円）
高 校 卒
大 学 卒

ウ．級別職員数

1 級 1 50.0
2 級 1 50.0
3 級
4 級
5 級
6 級
7 級

計 2 100.0
1 級 2 100.0
2 級
3 級
4 級
5 級
6 級
7 級

計 2 100.0

7 年 1 月 1 日 現 在

一 般 行 政 職 国 の 制 度 （ 円 ）

平均給料月額（円）
8 年 1 月 1 日 現 在 平均給与月額（円）

平均年齢　（歳）
平均給料月額（円）

7 年 1 月 1 日 現 在 平均給与月額（円）
平均年齢　（歳）

区 分 級 職員数（人） 構成比（％）

8 年 1 月 1 日 現 在

一　般　行　政　職
219,400 200,300
242,000 (総合)242,000　(一般)232,000
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エ．期末手当・勤勉手当
支給率計

6月（月分） 12月（月分） （月分）
期末手当2.525月分

勤勉手当2.125月分

期末手当2.5月分

勤勉手当2.1月分

期末手当2.525月分

勤勉手当2.125月分

オ．地域手当

（％）

（人）

カ．特殊勤務手当

区 分
支給期別支給率

備考

前年度 2.3 2.3 4.6

本年度 2.325 2.325 4.65

国の制度 2.325 2.325 4.65

支 給 対 象 地 域 全 地 域

支 給 率 12

支 給 対 象 職 員 数 1
国 の 指 定 基 準 に

（％） 12
基 づ く 支 給 率

区 分 本 年 度 前 年 度
給料総額に対する比率（％） 0.05 0.03
支給対象職員の比率（％） 100.0 100.0
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キ．その他の手当

配偶者（一般職給料表6級（国７級）以下職員） 月額 0 月額 0
配偶者（一般職給料表7級（国８級）職員） 月額 0 月額 0
子 1人月額 13,000 1人月額 13,000
満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子 1人月額 5,000を加算 1人月額 5,000を加算
父母等（一般職給料表6級（国７級）以下職員） 1人月額 6,500 1人月額 6,500
父母等（一般職給料表7級（国８級）職員） 1人月額 3,500 1人月額 3,500

借家（最高支給限度額） 月額 28,000以内 月額 28,000以内
上記以外 月額 － 月額 -

交通機関利用者

交通用具等使用者
　　　　　　片道　　  　2km～ 5km未満 月額 2,000 月額 2,000
　　　　　　　〃　　　 　5km～10km　〃 月額 4,200 月額 4,200
　　　　　　　〃　　　　10km～15km　〃 月額 7,300 月額 7,300
　　　　　　　〃　　　　15km～20km　〃 月額 10,400 月額 10,400
　　　　　　　〃　　　　20km～25km　〃 月額 13,500 月額 13,500
　　　　　　　〃　　　　25km～30km　〃 月額 16,600 月額 16,600
　　　　　　　〃　　　　30km～35km　〃 月額 19,700 月額 19,700
　　　　　　　〃　　　　35km～40km　〃 月額 22,800 月額 22,800
　　　　　　　〃　　　　40km～45km　〃 月額 25,900 月額 25,900
　　　　　　　〃　　　　45km～50km　〃 月額 29,100 月額 29,100
　　　　　　　〃　　　　50km～55km　〃 月額 32,300 月額 32,300
　　　　　　　〃　　　　55km～60km　〃 月額 35,500 月額 35,500
　　　　　　　〃　　　　60km～65km　〃 月額 38,700 月額 38,700
　　　　　　　〃　　　　65km～70km　〃 月額 42,200 月額 42,200
　　　　　　　〃　　　　70km～75km　〃 月額 45,700 月額 45,700
　　　　　　　〃　　　　75km～80km　〃 月額 49,200 月額 49,200
　　　　　　　〃　　　　80km～85km　〃 月額 52,700 月額 52,700
　　　　　　　〃　　　　85km～90km　〃 月額 56,200 月額 56,200
　　　　　　　〃　　　　90km～95km　〃 月額 59,600 月額 59,600
　　　　　　　〃　　　　95km～100km　〃 月額 63,000 月額 63,000
　　　　　　　〃　　 　100km以上 月額 66,400 月額 66,400

　　　　　　駐車場等（最高支給限度額） 月額 5,000 月額 5,000

住 居 手 当

区 分 内 容 本 市 （ 円 ） 国 の 制 度 （ 円 ）

扶 養 手 当

通 勤 手 当

６か月定期券の価格による一括支給 ６か月定期券の価格による一括支給

上記計　1月あたり150,000円上限 上記計　1月あたり150,000円上限
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地　方　債 そ　の　他

千円

基幹系システム関連事務印刷
等業務委託に係 る債務 負担

令 和 9 年 度
ま で

8,348 8,348 8,348

千円 千円 千円 千円 千円 千円

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の

支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

事　　　　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 左　　の　　財　　源　　内　　訳

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特　　　　定　　　　財　　　　源
一 般 財 源

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国府支出金
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